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この論文は1955年 のフランスの国 際法一 般 雑 誌(RevueG6n6ralede

Droi七InternationalPublic)の 第1号 に掲載 されたもので あり,ま た別に同

じA.Pedoneか ら抜刷 りがでている。 この紹介は後者によつた。

ジ。ル ジ昌・セルはい うまで もな くパ リ法科大学の名誉教授であ り,ま た国連

国際法委員会の委員である。

この論文で検討 されている国際法委員会の報告は第5会 期(1953年)ま での

もので あり,そ の後公海制度に関しては領海 制 度 とともに第七会期(1955年

5月2日 ～7月8日)に おいて審議 され,そ の事 業報告は第十国連総会に提出

され・維会は同報告の審議を第六委員会に付託 し,同 委員会は10月11日 より11

月4日 の間にわたり国際法委員会委員長 スピロプーロス出席の もとに審議 を行r

った。 なお現在ジユネーヴにおいて国際法委員会の第八会 期 が 開催 されてお

り,公 海の制度に関 して審議が行われてい る。また第五会期において討議 され

た大陸棚の問題 も,今 会期において改めて再検討されることになつてい る。

後述す る如 くセルは国際法委員会第五会期において採択 された公海漁業に関

す る3力 条の条文の うち,そ の第3条(す なわち国連の枠内において創設 され

る国際機関に公海漁業に関す る規制権を付与し,そ の規制は諸国家によ り自国

民を拘束するもの として受諾されねばならない とい う趣旨の規定)を 「特に重

要」であるとし,大 陸棚の問題にも同様 な方策が とらるべ きことを主張してい

るのであるが,こ の第3条 の趣旨の規定は第七会期の仮条文(そ の第2章 漁業

の諸条文は第九国連総会の決議に基づいて1955年4月18日 ～5月10日 ローマに

おいて開催 された 「海洋生物資源保護に関す る技術的国際会議」 の最終報告を

基礎にして作成された)で は姿を消 している。 このよ うに特に国際法委員会の
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事業に関してその後重要な変化がみ られる。 しかしここでは専 らこの論文の内

容について紹介 しよ うと思 う。

この論文は2っ の部分か らなつてお り,第1部 は 「諸国の主張」・「地球物理

学的観念 不平等」・「大陸棚の法律上の定義について」・「相対 してい る大陸棚

の境界」・「海床 と下層土の不可能な区別について」。「大陸棚の法制度の矛盾 と

結果」・「勝ち誇つた主権」・「大陸棚の概念は実定法にその基礎を求め うるか」・

「二つの伸裁裁判」・「大陸棚につ きま とう紛争の危険」・「日本 ・オース トラ リア

紛争」・「オナシス事件」・「大陸棚 と国連総会」の項に分れ,第2部 は 「国際公

物の要素 としての海」・「一つの解決の粗描」 となつてお りそこに著者の見解が

述べ られてい る。'

以下順を追つて紹介しよ う。

大 陸 棚 と 國 際 法

まず前お きとして次のよ うにい う。

大陸棚の観念(第 五会期における国際法委員会の定義か ら出発す る)は 革命

的 なものである。その理由は公海は航行,漁 業,海 底電線の敷設及び一般に排

他的でないすべての利用に関し,万 人の利用に対 して自由であるとい うのが,

そ してまたこの利用は海水,海 床,下 層土及びその上空に及ぶ とい うのが,実

定国際法における確立 した伝統的原則で あるのに,大 陸棚の観念はこの自由な

利用に対 して制限を加えることにな り,ま た沿岸国に対 して沿岸国が領海に対

して もつている権限 と類似の権限を,で なければ同一の権限を公海の広い部分 ・

に対 して与 えることになるか らである。か くして領海の制度は数百マイルにま

で拡げ られ るよ うになるか もしれない。 国際海法の本質的基礎は領海 と自由海

との間のコン トラス トの上におかれていたので あるが,後 述の如 くこの新 しい

大陸棚の観念は,一 定した もので もなければ,確 定的な もので もないか ら,数

百マイルに及ぶ領海制度の拡張 とい う事態さえ招 くおそれが あり,か くして国

際海法の本質的基礎は単に修正を加 え られるばか りでなく,は けしくゆすぶ ら

れ るこ とになる。このよ うな意味で大陸棚の観念は革命的な ものである。

このよ うな大陸棚の観念を創 り出すイニシヤチヴを諸国の 政府が とつた とい
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うことについてはさほど驚 くにあた らないが,し かし国家的考慮に全 く身を委

ねる必要のない法学者達が,そ こに一つの進歩の導火線をみた とい うことは不

可解なことである。

しか しこれ ら法学者達の唱える新 しい学説の動 きの根源に,そ のよ うな学説

の原動力 ともなるべ き一般的利益の考察が欠除 しているとい うのではない。す

なわち第一に海の富源はわれわれが永い間そ う思いつづけてきたよ うに無尽蔵

なものではない とい うこと,そ して海申動物開発の絶対的 自由及びその開発方

法の絶対的自由は,あ る種類の絶滅さえも惹起す るか もしれない とい うこと。

第二に鉱脈特に石油の鉱脈の所有が,諸 産業び軍事上の防衛に とつて次第に欠

くべか らぎるもの となつて きているときに,鉱 脈は絶えて しまいそ うな気配が

みえてきたとい うこと。 このよ うな海の生物資源,特 に,あ る種の魚類の淘渇

と,陸 の鉱物資源,特 に石油の消尽への憂慮に人類が直面す るよ うになつた丁

度それと対照的に,(特 に後者に関連す ることであるが)海 水下に鉱脈が延長

し,鉱 脈が存在 していることが,而 もそれが豊富であるとい うことが次第に明

らかにな り,ま た科学がそれを開発す る今迄に知 られなかつた方法を発明す る

よ うになつた。か くして澗渇 と消尽への憂慮 と新 しい発見 と発明の結果次のよ

うな二つの確信が生れる。すなわち以前のよ うな状態が永続す るにまかせ,加

重されるにまかせ ることは不可能であるとい う確信 と,ま た人類に とつて欠 く

べか らざ る財産 を法的な口実のもとに遊ばせておくよ うな権利は何人 ももつて
ぞ

確ない とい う確信。 。

.新 しい学説の根拠 となつている以上のよ うな考え方 は完全に弁護 される。 し

かし伝統的な法原則を制限するよ うにな る新 しい大陸棚の観念は,そ の伝統的

な法原則 よりもより重大な不都合を提出 しない ものかど うか,ま た対立す る主

権の無政府的競争を無暗にそ して将来についての充分な考慮なしに拡げるとい

う救済策以外に,海 洋 自由の濫用に対する他の救済策はないものかどうかにっ

いては疑問で ある。

1諸 国 の 主 張

ここでは新 しい大陸棚の観念が もたらす不安の重要 な理 由の一 つ として,
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その観念が もとになつて生み出された諸国の主張の膨脹的性格が述べ られてお

り,ま たその種子 を播いたアメ リカの責任について語 られてい る。

定着漁場の例外的な制度を考慮外にお くならば,大 陸棚の観念は1945年9月

28日 の合衆国大統領 宣言によつて はじめて排他的な法的主張の装いをま とうこ

とになつた。 アメカ政府は,こ の日おそ らく自ら気づかぬまに一つの確実な責

任 を負つたのである。 アメ リカ政府はその責任か ら免かれ ることはおそ らくで

きなかつたであろ う。 とい うのはこの国は一方において強大な政府的勢力を有

している国であるとい う理由か ら,ま た他方においてその決定の緊急 さが完全

に欠除 しているとい う理由か ら。 しか しアメリカ政府の態度は,そ の決定に法

的な心づかいを示 しているとい う点で自らを有利に弁護 している。 同じ日付で

少 くとも理論的には無関係な二つの宣言,す なわち漁業の規制を取扱つて大陸

棚 とは関係のない一つの宣言 と,大 陸棚を定義 しつつ しか しそ こにおいて開発

きれることの可能 な鉱床の所有 と管理のみを目的 としてい るもう一つの宣言,

が あつたことは周知の通 りである。 明 らかに ワシン トン政府は現行法に与 える

打撃 を衰少限 に くい とめよ うと努力 してい る。 後 になつて ワシ ン トン政府 は こ

のはじめの概念に対 してアメリカ諸隣国によつて行われた信じ難いほどの拡張

すなわちそれは大陸棚に対す る主権の要求に とどまらず,領 海の殆んど無限の

拡張にまで至 るであろ うところの大拡張に対 して抗議 をする。それは空しい抗

議ではあつたけれども,し かしワシン トン政府は《それを欲 していなかつた》

とい うことを証明するためめ抗議で もあつたのである。 しかしともか く不幸 な
メ

ことにお手本が上の方か らやつて くるときには,し か もそれが数世紀来の食叡

をよびさます ときには,そ の お手 本 は ど うして も見倣 われ る運命 に ある ものだ。

9月28日 の二 つ の宣 言 は,グ ロチ ウス の制 度確 立 以 前 の 海 域に対す る支配欲 を

よぴ さま した。 その結果 としていち早 くヴエールを脱 ぎ去つ た海域支配に対す

る野望の突進 となつて現 れたので ある。

類別 の申 に入 らないい くつかの不確定 な態度 の ものに構わなければ,そ れ ら

の 野望 を 四つ の カ テ ゴ リ・一に整頓す る こ とが で きる。

第1の グ ル ー プの国 家は,単 に石 油及 び天 然 ガス の鉱床 の所有権(propri6t6)

のみ を要求 して,そ れ を海 の動物 に対 して まで 拡 げ るこ とをせず,ア メ リカ方
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式 を踏襲 して い る もの。 グ ア テマ ラ,フ ィ リピン,エ ク ア ドル,及 び或 は ア イ

ス ラン ドもこれ に入 るか もしれ ない。

第2の グル ー プは,大 陸 棚 全 体 の主 権 へ の併 合 を宣 言 して,決 定的 な一歩 を

踏 み出 して い る もの。 このグループは最 も数が 多 く,南 アメ リカ諸 国す な わ ち

ブ ラジル,メ キ シ コ,ア ル ゼ ンチ ン,ニ カ ラグ ア,ホ ンヂ ュラス,パ ナマ 。 ま

た パ キス タ ン,オ ース トラ リア も こ こに加 え られ るだろ う。勿論,主 権 の観 念

は ま た漁 業 の独 占及 び しば しば海水 の主権 を も含 んでい る,す な わ ち アル ゼ ン

チ ン,ホ ンヂ ュラス,コ ス タ リカ等 。

第3の グル ー プ は,地 質学 或 は地 理 学 的 意 味 に おけ る大陸棚が存在 してお ら

ず,絶 壁 性 の海 岸 のた めに真 の海 底 棚(pla七e・fOrmesous・marine)の 存 在 を

主 張 す る こ とがで きな い に も拘 らず,最 も広 い大 陸棚 の広 さに相 当す る海 の広

さに対 して主 権 を要求す る,つ ま り海 底 の土 地 の傾 きに よつ てで はな く,領 土

の 海申 へ の延長 の欠 如 の代償 としてそれを主張す る国家。 チ リー,ペ ル ー,サ

ル ヴ フ ドル,エ ク ア ドル。

第4の グル ープは,ペ ル シヤ湾岸 に局 限 され る小 さな主権 国で あつて,そ れ

らの国 の海岸 の延長 は ど こに も急激 な降下がみ られない,従 つ て そ れ ら の 国

は,適 切 に い うな らば大陸 棚 を もつ ていない。 しか し彼 等は隣 国 との間に海床f

の《公 平 な 》分 配 を要求 して い る。ペル シヤ湾岸の イギ リスの諸保護 国。

これ らの主張が記録 されてい るのは,元 首 の発 す る政 府 宣言,政 府 の決 定 や

普 通 の法 律,憲 法 条文(ニ カ ラグ ア,パ ナ マ,サ ル ヴ ァ ドル 等8力 国)の 申 に

お い て で あつ て,そ れ らの主 張 は一 つ の文 書 を除 いて他はすべて一方的 な もの

で ある。 例外的な一つの文書 とはイギ リス とヴ ェネズ エ ラ との間の1942年11月

26日 の パ リア湾 の条 約 で あ る。

元 来 が 専 ら併合主義的 な これ らさまざま な諸国政府 の文書 に よつておいつが

れ る大胆 な前進 について繰返 してみた ところで はじま らないだろ う。 それは鉱

床 の所 有か ら海底地域 に対 す る主 権へ と進み,海 底 地 域 の主 権 か ら《 上 部 》水

域 の主 権へ と進み,上 部 水 域 の主 権 か ら200カ イ リの距 離 に及 ぶ領 海制 度 の無

条 件 な拡張にまで至 る。 このよ うに して もしも1930年 以 来 ともす る と新 しい誘

惑 を さそ いが ちで あつた接続水域 の理論 を援用す るな らば,公 海 に お いて 大陸
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棚の外にまでも警察行動をおしひろげることが可能 となり,而 してそのよ うな

お こりうべ き警察行動をも正当化 しよ うとするつ もりなのである。

1945年 にまかれたアメリカの種子の発芽の毒性を否定す ることは不可能なよ

うに思はれる。

地球物理學的観念 不準等

ここでは大陸棚の観念のもた らす不安の第二の理由 としての大陸棚の地球物

理学的観念(notiong60-physique)の 不確実性 とそれ故に生ず る不平 等 につ

いて述べている。地球物理学的観念と地質学的観念 とは同じ意味に使われてい

るよ うで ある。

大陸棚の地球物理学的観念その ものが不明瞭である。 すなわち海底棚の縁が

200メ ー トル或いは100尋 に一致 しないよ うな地形の海岸がある。 それ以上に

重要なのはとぎれないで続いている若干の棚或は台地がしばしばみ られ る,そ

して この場合には何によつて大陸棚の縁を きめるのかがわか らな くなる。 また

深い窪みが海岸近 くに掘 られていることが あり,そ のあとで海の底土が急激に

海表面か ら200メ ー トル或はそれ以下にもち上つつている場合がある,そ の場

合に大陸棚を窪みの最初の急激な降下に限定すべ きであるか,そ れとも窪みの

存在を考慮に入れないよ うにすべ きかが問題 となる。特 に海底棚の傾斜はその

海底棚が不断の傾斜で拡がつているよ うな場合で も極めて不定で あつて,海 底

棚の降下点の限界が海岸か ら近 くにあつた り,著 しい距離にあつた りしてその

距離が非常にまちまちである,そ の結果海底棚の幅はあるものは数百マイルに

も及び,ま たあるものはわずか数キロメー トルにとどま るとい う場合が ある。

海岸が深海 に向つて急激に降下して海底棚が全 く存在 しない場合,ま た海底槻

と自由海の土地 とを区別するよ うな海底の起伏が全 くないよ うな場合 もある,

しかしこの二つの場合は大陸棚の問題 とは考え られない。従つて大陸棚の面積

にはその広 さが零か ら無限にまで変化 して絶対的な不平等が生ず る,そ れが一

つの要点である。

今 日においては30乃 至40メ ー トル以上の深 さにおいて大陸棚の土地及び下層

土 が含んでい る鉱物資源を開発す ることは不可能であるとい うこと,及 び開発
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の条件は下層土の堅 さと水域の制 度 とに従つてそれ自身限 りな く変化する とい

うごとを注意しておこう。そ して このことか ら大陸棚に対す る態度 として,大

陸棚開発の将来の可能性を も考慮に入れる理論的だが しか し同時に専断的な態

度 とともに,開 発の可能性の有無によつて大陸棚の観念を制限しよ うとする現

実主義的な能度 も可能である。

大陸棚の地質学的観念が前述の如 きものであろ うと,そ れ自身としてはわれ

われにとつて根本的な影響 は現 われ ない。従つて多少 とも特殊的な或は個性

的な大陸棚の事実上の存在をみ とめるのに吝かではない。 しかしこの地質学的

観念を法領域の上へ,特 にいわゆる《国際法》,よ り正確 には《国家間の》法
し

の分野へおきかえよ うとす るときには,先 に列挙 した大陸棚の種 々な特殊性は

真剣に考慮に入れ られなければな らない。特 に国際法は一層多くの正確きと厳

密 さを要求す る。何故な ら国際法規 を援用し,ま た解釈す ることを任 されてい

る法律行為者たる国家は,そ の挙動 においてより独立不羅であ り,そ の紛争に

おいてよ り恐 るべ きものであるか らである。

以上述べた ことを次の二つに要約す ることがで きる。すなわち第一に大陸棚

の定義自身が不明確で あり,お おまかな ものであるとい うこと,従 つて大陸棚

の範囲の限定及 び境界の劃定は殆ん どの場 合 に こみ入つたものにな るだろ う

し,お そ らくは不可能になるか もしれないとい うこと。 第二に大陸棚の所有者

綜諸国の事実上の不平等,政 治的不平等,経 済的不平等を著 しく大きくするよ

うになることは明 らかであ る,そ れは単に棚の幅が極めて不定であるか らとい

うばか りでなく,ま た若干の沿岸国はそれを開発し うるであろ うが,他 の国々

はそれをなしえないとい う理由か らで もある。,
k

このよ うな不平等は諸国の自然条件であり,同 様な事情はすべてのどのよ う

な天然資源について もみ られ ることであつて,国 際連盟はその初期において こ

の問題 に重大な関心をよせたが,結 局それは解決できない とい うことが明らか

になつたとい う意見 もある。 しか し別の意見 もありうる。すなわち法律制度の

進歩は単に法のいわゆる理論的平等を宣言す ることにあるのではなく可能な範

囲内で事実上の不平等を補正することにある,例 へば労働法においてみ られる

如 く法的干渉主義は資本主義的自由主義の自称平等主義的制度を著 しくi変化さ
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せた,と い う意見であつて,そ れが社会倫理学的な考察である。 しかし大陸棚

の地質学的概念を法律用語におきかえよ うとす るときには,法 学的また法技術

的 な新 しいかつ重大な故障が直 ちに現われて くる

大陸棚の法律上の定義について
、

ここでは国際法委員会の1951年 草案 と1953年 草案にみ られる大陸棚の定義の

それぞれの批判 と両者の比較検討が行われ,ま た注意すべ き二三の問題が指摘

されている。

大陸棚の観念を国際法の領域へ移植す る場合に,ま ず最初にぶつかる困難は

'大 陸棚
の法律上の定義に到達することの困難である。 それは二年の間に二つの

異つた定義を与えた国際法委員会の事業をみれば明 らかである。

1951年 草案において国際法委員会は次のよ うな定義を与えた。

《 ここで使用 される《大陸棚》とい う言葉は,海 岸に接続してお.り,か つ

領海区域の外にある海底地域の海底及 び下層土であつて,そ の上にある水の

深 きが海床及び下層土の天然資源の開発を可能にす るものをい う》

大陸棚の定義に地質学的概念を採用 しなかつた理由として委員会報告は,大

陸棚とい う言葉が科学者達によつて いろいろな意味で使われるとい うことと,

地質学的概念では海の深さからいつて大陸棚のある場合 と同じよ うに下層土の

開発を可能にす るよ うな海底地域に対 しては疑わレくなるか もしれないか らだ

と説明している。 そ うい う場合 に同じよ うにあま り深 くないそれ らの海 に対 し

て差別的な制度を適用す ることを如何に正当化 しうるだろ うかと委員会報告は

考 えてし、る。 この極めて適切な注意は強調さるべ きである。海のすべての余剰

物に対す る開発の自由の原則が維持されてい るのに,海 の資源の開発の不安に

対す る救済策を,ど うして制限はされるがしかし不当な国家の陸地領域の拡張

の中に求めよ うとするのか。浅瀬 とか浅瀬の資源或は海床及び下層土へ近づき

やすい こととい うよ うなことは,諸 国の沿岸近海においてだけではな くその他

の場所にも存在す る。 もしも海洋 自由の制度が アナーキイに染つているとす る

な らば・焼直 しを必要 とす るのは・その全体においてで あつて公海の縁飾 りに

対 してだけではない。1951年 における国際法委員会の概念のプラグマティ。クな

o
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牲 格に注意しよ う。しか しこの案によればそこにおける大陸棚の概念は,そ の

概 念にあてはまつてい る場合の国家にだけ適用 されることになつてい る。委員

会 自身 この委員会の定義には用心す る必要が あることを充分認めてい る。委員

会報告によれば開発が技術的に可能でない地域はいわゆる大陸棚か らは除外 さ

れているのである。 そのため制度の不平等は極めて甚 しい ものであつた。

国際法委員会は1951年 にとった この最初の方針を守 り通そ うとしなかつた。

す なわち1953年 における第五会期のときに,よ り憂 うべ きまた同じ様な不平等

を含んでい る地質学的定義にたちもどるために,委 員会が最初にとつていた見

解 を完全 に放棄 して しまつた。1953年 草案の第1条 は次の如 くである。

《大陸棚とい う言葉は,海 岸に接続 してお りかつ領海区域の外にある海底

地域の海床及び下層土であつて,200メ ー トルの深 きまでの ものをい う》

ここで委員会は地質学的定義への旋回を行つたのだが,こ の旋回についての

最 もよい批判は委員会 自身が既に1951年 の委員会報告(第6項 引用)の 申で述

べてい る。それは地質学的定義を採用す ることの可能性について検討したが,

しかしそれは不安定とい う不都合を提示す るものと委員会は考えたとい うので

ある。 実をいえば開発可能とい う限界は技術の進歩が予見しえないとい うこと

か らよ り多くの安定性を提出するものではないだろ う。 しかしそれは少 くとも

実 定国際法が仮装的先占を否認 しているときに,実 定国際法 に反 しないとい う

長 所をもつていた。

委員会の この旋回の動機 となつたのは 両会期の間 における諸国政府の意見書

の中で若干の政府によつてとられた態度である。 それ らの意見書は若干の政府

・によつて行われた諸宣言の併合主義的な また帝国主義的な性格をそのまま現 し

ていだ もので あつた。 か くしてとられた1953年 の この新 しい概念は現在のすべ

ての可能性を遙かに越えている・ こ,の概念は《免れ よ うもな く専断的》である

の に,そ のことを何 とか偽つて国家的野望に対 し驚 くほど広い余白が与え られ

たのであ る。委員会報告は《一般に想定 され る地理学的形状を もつている大陸

棚が存在す るとい うこと》は,国 家が彼に認め られ る権利を行使 しうるために

は必ずしも必要なことではないとい うことを是認 している。 この点 におい て

1953年 の この新 しい概 念 の専 断 きははつ きりとした形で現れている。すなわ
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ち200メ ー トルの深 さとい うのは単に水深の最大限の限界を示 してい るにす ぎ

ない ものであり,例 へば'εルシヤ湾の場合についていへば,そ こには先に触れ

た大陸棚の地理学的特性が存在していないのであるが,し かしそのよ うな事実

とい うことはとるにた らないことになる。 たとえ自然が口実を与えて くれない

か らといつて も,だ か らといつて これ以上にはつ きりと自称定義の無条件の経

験主義 とまた自由海に対 し寛容され る土地収用(emprise)と を許 してやるこ

とはで きない ことだろ う。

また委員会報 告第66項(引 用)に よれば,も はや最初の深い窪みにおいて大

陸棚を仕切 ることは不充分である。 そこで大陸棚を仕切 られて しま うことは,

自己の利益のため満足のゆ くまで万策をつ くそ うとす る政府にとつて承知ので

きかねることである。従つて これ らの政府が《他の諸国よ りも或 る国々が不利

な取扱いを うけるようになるか もしれない一般規定の公正な修正 一一 地質学的

概念の自動的適用をさけるための公正な修正一 を要求す る》 とい うことにな

るわけである。小さな大陸棚しか もつていない国を守る涙 ぐましい心づかい。

しか し大陸棚の観念 自身が 自然的不平等 の観念であるとい うことを知 らないの.

か。大陸棚をもつていない国々に対す る根本的な不平等を如何 にして救済す る

かについて委員会は黙している。 そ こか ら委員会は太平洋岸の南アメリカ諸国

の要求 と同じよ うな気狂いじみた要求を うけいれよ うとしてい ると結論すべ き

なのか。紅海の沿岸国 イギ リスの被保護国で真の大陸棚が存在しない一

に対 して表明されている好意はそれを信 じさせ るかにみえる。 しか し委員会は

口を喋んでいる。1953年 の定義は専断に対 してよ り好都合であり,問 題 を外交

の分野へ もち こむために洗律的な細かい心づかいか らはつ きりと遠ざかつてい

るとい う点か ら,1951年 の定義よ りもよ り一層悪いとい うことをいつておかね

ばな らない。要す るに大陸棚の法律上の定義は存在しない。何故な ら自由海に

対す る大陸棚の限界がはつ きりしないか ら,の みな らず存在 しないか ら。

次の点を注意 しよ う。1951年 において も,ま た1953年 において も採択 きれた

定義によれば,大 睦棚は領海の外か らのみはじまるとい うことになつてい る。

これはちよつとわれわれをまごつかせ る。土地の連続性とい うことが地質学的

定義の基礎であるわけだが,こ れでは この土地の連続性の現実 に反することに

'
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な る。大陸の延長は岸それ 自身か らは じま るの であつて,3マ イル,6マ イ

ル或は12マ イルか らはじまるのではない。 そ こで領海の下においては真の主権

が問題であ り,そ れより外においては制度が変 るのだとも考 えられるが・ もし

そ うだ とすれば後 になつてそれをなしたよ うに大陸棚の主権について語 る必要

はなかつたよ うに思われる。 とにか く沈んでい る土地の間の不連続性は全 くの

虚 構で ある。

数 力国に共通 してい る総括的な一つCl'大陸棚 とい うことについて語 ることも

断念 しなければな らないだろ う。何故な らばそれぞれの国が幅員の一定 してい

ない,ま た時代によつてそれを変更す ることが可能なそれぞれの領海をもつて

いるために,そ れに対応 して大陸棚の広さについてそれぞれの国が異 る見方を

とるか らである6ま た沿海 に考え られる鋸歯状の線は等深線の気ま ぐれによつ

て も引かれ るし,ま た領海の屈曲によつて も引かれ る。ζ うい うことが一っの

進歩℃あるとはいいえないだろ うし,ま たそれによつて船乗 りによる海の利用

が単純化 きれ るともいいえないだろ う。

接続水域の主張者達は大陸棚の観念 と接続水域の観念 とを如何に調和させ る

だろ うかとい うことが問題である。両会期において国際法委員会によつて採択

された条文(引 用)は1930年 の会議 によつて採択 された条文案と同様 に漁業に

関する権利 も,安 全 に関する権利 も目的としてはいない。 この条文は簡単に採

択 されたわけではなく,12マ イルの限界について も意見が分れた。 この限界は

大陸棚それ自身 と同様に領海の限界を越 えてい る。そこで大陸棚は海の資源保

護 のための,而 して著 しく不定な広きを もつ新 しい接続水域のよ うな ものだと

結論すべ きで あるか。 どうい う点で関税管理,財 政管理等は大陸棚の管理或は

主権 と異 るのだろ うか。指示 の対象 にさえしなか つ た 多 くの問題が ある。領

海,接 続水域,大 陸棚はど うい う点でそれ らの制度が違つているのか,ま たど

うい う点で調和 しているのか。 そ うい うことをわれわれが知 らな くて も,こ れ

ら三つの制度は公海に対す る重なる三つの侵害を構成 しているのだろ うか。第

九国連総会の第六委員会の何人かの メンバーは,そ れについてこの不確定及び

混 同は大陸棚か らあらゆる個性を奪 うものであると結論 した。
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相封 している大陸棚の境界

ここでは隣接している大陸棚の境界劃定の問題 について1951年 と1953年 の草

案を比較 している。 前項で述べたと同じよ うな不確定 と危険が この問題につい

て も存在す る。

1951年 の草 案 にお いて は ・ この問題 について何 もいつていない・む しろ何 も

いいえないとい うことを強調 していた。 すなわち《諸国が従 うべ き一般規則を

定め ることは可能ではな く,ま たおそ らく困難がおこるだろ う》。委員会は従

つて《協定が実現 されないときは,ま た迅速な解決を余儀な くされるときは,

関係国は紛争を衡平 と善とに基 く仲裁裁判 に委ねる義務が ある》 と提案す るこ

とで満足 した。仲裁裁判なる語はその最 も広い意味で使われたのであり,場 合

によつては国際司法裁判所への提訴をも含んでいた。

委員会は海岸か らの大陸棚の最大限及び最小限の限界 の決定について委員会

がそれを回避 した理由を述べている。 それによれば委員会はそのいつれの限界

にっいて も,そ れを決めることを正当化するいかなる実際的必要をも確認する

ことがで きなかつたか らであるとい う。事実委員会は当時開発が可能で あると

い うところ以外には大陸棚の存在を考 えていなかつたのであるが,し かしそれ

ρは問題を回避するか なり安易な方法で もあつた
。 二つ或は数個の大陸欄のあ り

うべ き隣接に関 しては協定によつて関係国は《大陣棚の中におけるおのおのの

区域の境界を決 めなければな らない》 と別に宣言す ることによつて委員会はま

た問題 を回避 してい る。 とにか く委員会はいかなる一般規則をも設けることを

断念 した。特に諸国の領海の間の境界を延長す るとい う考えも放棄 した。それ

は この境界それ自身が存在しないとい う可能性が非常 に強いとい う理由か らで

ある。従つて委員会は最 も単純な場合すな わ ち両 海岸 が 向い合つている場合

には,申 央線すなわちタールヴェッヒの採用を推薦す るにとどまつた。 しか もそ

のよ うな場合でさえ海岸の形状によつて困難が生ず るか もしれないとい うこと

を確認 しなが ら。 そのよ うなわけで1951年 における委員会の態度は控えめであ

つて,す べてをはつ きりさせ るこどを避けた。

1953年 において委員会はつ とめてよ り大胆であろ うとしたが,結 局前と同様
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な回避にたち もどる。今度は委員会の報告者はそれまで欠けていた技術的な引

証 をつかんでいる。それは領海の境界劃定についての専門家小委員会の報告書

である。 この報告書を基礎にして委員会は《隣接 してい る国の場合にも,海 岸

が向い合つている国の場合にもともとその大陸棚の境界 について適用 し うる等

距離の原則(prineipedet'6quidistance)に 基づ く一般規則を作成す る》 こ

とが可能であると考 える。しかしそれにつづいてす ぐに《特殊な事情が他の限 、

界線 を正当化す るときには,こ の線に変更がなされ うる》 とつけ加えることを

余儀な くされている。例へば海岸の例外的な形状の場合,或 は可航水路または

島がそれを要求するような場合である。 ここで再び最初の不確定の中に落ちこ

んで しま う。 委員会によつて このような弾力性が認め られたとい うことは結局

実際には1951年 のときよ り以上に規則が存在 していないよ うな ものである。更

に次のよ うな点では事情は一層悪 くなつている。すなわち1953年 においては委

員会は この問題 に関す る紛争を決定的にかつ合理的に解決す るための衡平 と善

に基づ く仲裁裁判を用意する ことが必要であると考えず,そ れを伸裁手続の共

通法に移付す るにとどまつてびるとい う点。更にこの ことを主張する ことは少

々残酷か もしれないが,1953年 には新 しい提案がなされたとはいえ,こ の第二

回目の試みは第一回 目と同様不完全の ままであるとい うことをいつておく必要

がある。 その証拠は領海に関する上記の専門家小委員会の報告書 に対 して国際

法 委員会によつてなされた討議の議事録 をみれば明 らかなことであるが,提 案

された等距離線 とい うのは実際には領海の基線間の等距離線なのであつて,そ

のよ うな解決は結局架空な ものなのである。 とい うのは委員会はその基線の図

引及びそれか ら生ず る結果について一致に到達すべ く魑しい数の会議 を重ねた

のだが,遂 に一致に到 らなかつた,そ こでわれわれは1930年 ヘーグにおいて続

け られた法典編纂会議のときと相変 らず同じ地点にいるわけだか らで ある。

従つてそれ自身議論の余地のある,ま た現に議論 されている大陸棚の地質学

的観念は,大 陸棚の法律上の定義に対 して も,ま た大陸棚の境界の決定に対 し

て も基礎 を与 えうるものではないと考えぎるをえないだろ う。

/

海床と下層土の不可能な屋別について
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ここでは海床 と下層土を区別することの不可能な ことが強調 される。

委員会によつて認め られた概念によれば,大 陸棚は同時に海床と底土或は下

層土 を,す なわち大陸棚の表面 とその申 に鉱床が存在す るか もしれない深層 と

を含む ことになる。大陸棚の概念にこの両者を含ませ るとい うことについて人

はため らうか もしれない,事 実委員会 も最初はため らつたので あつて,委 員会の

若干のメンバーは海床すなわち大陸棚の表面 に対 してむしろ公物性(carac七6re

dedomainePllblic)を 保持することを選んでいたよ うだつた。実際大陸棚の

表面は漁業(引 き網)の たあに利用 されるし,牡 蠣のよ うに動かない魚類 に対

して も,ま た動 く魚類に対 して も棲息地 を提供するものだ し,若 干の大陸棚の

表面 は魚類の繁殖の場,と きには繁殖の世界的中心にきえなつている場合が あ

る。 また海床は海底電線,送 油管,ま たおそ らくは運輸交通の他の新しい方式

マ)欠くべか らざる台で もある。 しかしだか らといつて海床を下層土か ら区別 し

よ うとすれば,一 体下層土か ら区別 される海床その ものに対 してどれだけの厚

さを認めるのか。砂の層のとき,或 は岩石の多い底の ときそれに応じて何セン

チメー トルなのか,或 は何 メー トルなのか。下層土の法制度と海床の法制度をい

か にして区別す るのか。海床 と下層土を区別す ることは不可能である。また海

水 との関係についていえばもし海床の専有を許すな らば,海 水の 自由なる利用

を維持す ることは不可能になる。 それほど海水 と海床 とは結びついているもの

だ とい うことはわか りきつたことではないだろ うか。 海水,海 床,下 層土 と区

別するこの重なる三つの法制度の累積は全 く非現実的なよ うに思はれる。今問

題 にしてい るのは海床 と下層土を同時に含む大陸棚の制度と海水の制度 とであ

るが,こ の二つの制度 もまた同様に非現実的で あると考 える。その海床及び下

層土の単一性(uni七 の 及び自由は法律上か らもまた事実上か らも免 れ えない

ものになつている。しカ)しそれに も拘 らず この海,海 床,下 層土の単一性及び

自由が危険に瀕す ることはさけがたい ことだろ う。

大陸棚の法制度の矛盾と結果

ここにおいては大陸棚の法制度の矛盾,特 に トルーマン宣言の申にみ られる

矛盾 を指摘 し,そ のよ うな矛盾を含んだ出発がどのよ うな結果へ と進んでいつ
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たか,ま た1951年 において国際法委員会は,こ の問題に対 してどのよ うな態度

をとつたかが述べ られている。

伝統的な海法と真向か ら対立す るアメリカ政府の明白なため らいは,ト ルー

マン大統領がその宣言の申において同宣言が含んで い る公海自由との抵触をで

きる限 り最少限にとどめよ うと努めている事実か らうかがわれる。すなわち ト

ル ーマン大統領は主権を要求せず,大 陸棚に対する全体的管理権さえも要求 し

ない,た だ単に鉱床の所有権(propri6七6)と それが開発 され る場合 にその鉱

床の管理権を要求 しているだけである。 しかしなが らこのような主張は法律的

にいつて不確実である。国家は主権を有 していない財産に対 してど うして所有

権を要求 し うるか。 国家がその利益の 管理 を行 つている団体の所有地ではな

く,人 類の団体の所有地で あるところの ものに対 して,国 家はど うして何等か

の権限を自己のために留保し うるか。国家は先占していない土地に対 して何等

かの時敷取得を主張し うるか。またその場所 もしらず,そ の存在さえも疑わし

い ところの資源に対 して先買権を主張しまたは撰択権を留保し うるか。以上の

ことを考えていない。結局のところその主張が目ぎしているのは事実所有権で

ヒ

な なく,主 権なのである。その上 この主張は誤つた仮定の上に立つている。す

なわち数世紀来公海の地面及 び下層土である大陸棚は公海の性質を享有してお

り,公 海 とともに共有物regcommunisの 性質を分有 して い るこζが認め ら

れているのに,こ の主張はそれとは反対に大陸棚が最初の先占者によつて専有

しうる無主物resnulliusで あるとみなされているとい うことを仮定 してい

る。 ●

所有権論には仮 りにそこに偽善をみることをきしひかえるとして も,言 葉の

言い愕 りが含 まれている。 ワシン トンの航跡をたどることか ら出発 し,目 標に

向つて直進 した大部分の政府が直 ちにそれを包含 してしまつたよ うに,問 題 な

のはまさに主権なのである。海棚に対す る主権が問題なのである。何故な ら存

在 し うべ き鉱床に対す る所有権に到達するためには,ま ず海棚を探査 しなけれ

ばな らず,海 棚全体 を踏査 しなければならず,そ の開発 を自国人以外の ものに

禁止 しなければならず,海 床の調和をか き乱さねばならないか らである。その

よ うなことがまさに排他的主権のとる態度で ある。従つて他の諸国の主張が懸
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念の地帯を一足 とびにとびこして著 しい国家的権限を直ちに要求す ることにな

つたのは避けがたいことであった。

国際法委員会 もまたアメリカの宣言と主権の要求 との間には曖昧なものしか

存在 してい郁 ・とい うことを了解せぎるをえなかつた。1951年 において委員会

はプラグマティックな概念か ら出発 した。 そこで海棚において開発の産業的企図

が実現 きれないよ うなところはどこで も共有物rescommunisと して残 るだ

'ろうとい うことを論理的には期待す ることがで きた
。第1条 の註釈(第5項)は ,

次のよ うにいつている。《大陸棚の開発が不可能で あるところの地域は大陸棚

か ら除かれる》。 このよ うに開発可能 とい う基準を設けて,そ れに該当しない

地域をいわゆる大陸棚から除外してい くわけであるが,そ の ことは確かに論理

的なことには違いなかつた,し かしそれは実行 されえないことで もあつた。そ

してそ うす ることがかえつてこの新 しい観念の不 明確 さを目立たせたのであつ

て,結 局はその観念を破填にまでおいやる結果になつてしまつた 、

また1951年 草案の第2条 は下心の放棄を示 している。す なわち《沿岸国によ

り管理 と管轄の行使》が許 され るのは大陸棚その もの,す なわち下層土 と海床

で あり,事 実上はそれの完全な併合になつてしま うのだが,し か しなお も主権

的専有を宣言することをため らつている。 それは大陸棚の探査及び鉱物資源の

開発 とい う《特殊な》目的においてのみ,沿 岸国の権利が認め られるか らであ

る。 このよ うに第2条 は明 らかに制限的である。註釈はそれを強調している。

すなわち《本条は海床 と下層土の天然資源の 開発及び探査 とは無関係に行使さ

れ る管理及 び管轄を除外す る。・・…・第2条 は大陸棚の海底地域に対す る沿岸国

の主権についてのいかなるほのめかしをもさけている。沿岸国によつて行使 き

れ る管理及び管轄は,専 ら探査 と開発を目的としているものであるか ら,国 家

によ りその領土及び領海に対 して行使される総括的権限 とそれを同一の立場に

位置づけることはで きない》。

主権の観念の内容についてあらさがし をすることは本研究の問題外の ことだ

が,委 員会がこの観念は法律技術的に・一つのはつきりした意味を含んでいると

みていることに注意すべ きで ある。すなわちそれは実定国際法によつて国家の

政府にだけ認 められているもろ もろの権限の総括的な束の意味である。従つて

埴



ジョルジュセル・「大陸棚と国際法1(桑 原)-107一

報告がいつているよ うに《一般的権限》が問題なので あつて,種 類 とか踏査と

か利用 とかにおける入念に特殊化 された何等かの関係の申の一つの権利を主権

とよぶ ことはできないわけで ある。1951年 及び1953年 の草案は もとよ り大陸棚

の存在の結果として公海或はその上空を沿岸国が収用することに対 しては一切

注意深 く制限している。第3条 及び第4条 は断言的で あり,ま たその註釈 もそ

れを明確にしてい る。すなわち《第2条 によつて明示 きれている制限 された目

的に対する管轄及び管理は・上部水域及 びその上にある空域に拡張 されえない.

ことを極めてはつ きりと示 している》。

勝 ち 誇 つ た 主 権
■

ここでは前項で述べた如 く国際法委員会が1951年 に採択した非常につつまし

やかな観念が1953年 において主権観念にお きかえられたこと,も しこの大陸棚r

主権の原則が行われるとすればその結果 として海洋の自由にどの よ うな影響が

現われ るか,そ れを定着漁業の問題 と上部水域の利用について述べ,後 者を更

に航行と漁業の問題 にわけて論じてい る。 そして特 に漁場に関して作 られた国

際法委員会の草案に光をあて,そ こに問題解決への一つの望ましい方向を認め

よ うとしている。

大陸棚の天然資源すなわち単に最初のアメリカの主張がその所有にだけ甘ん

じていた鉱床だけでな く,海 床及び下層土のす べ ての 資源 の開発いとうこと

が,国 家がその陸地領域に対 して もつ権利と根本的に異 るものであるとい うよ

うな ことはありえない。 大陸棚の踏査に関してはなおさらのことである。従つ

て国際法委員会が1951年 において採用した非現実的な法構成は到底熟慮 された

吟味に堪 えうるものではなかつた。そ こで国際法委員会によ り1951年 において

採択された極めてつつましやかな観念が主権観念におきかえられるとい うこと

はさけがたいことだつたのである。 またそ うすることが間違いな く諸国政府か

ら好遇 されることで もあつた。か くして国際法委員会は1953年 において,諸 国
し

政府の意見書の圧力,ま た委員会 をして政治的現実を直接に或は間接に認めさ

せ ようとした圧力に対 して殆んど抵抗 を示 さなかつた。

しかし第五会期の報告は次のよ うに主張 している。《諸国政府か ら寄せ られ
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た回答 と学者及び学会か ら表明 され た意見》 を斜酌しなが らも,《 委員会は19

51年 において暫定的に承認 きれた諸条文がよつて立ρ本質的な諸原則に対 して

は依然 として忠実》である。 これは明 らかに自家撞着である。その変貌は明白

である。 すなわち新 しく起草された第2条 は次のよ うに うたつている。《沿岸

国は大陸棚に対 し,そ の天然資源の探査及び開発のために主権的権利(droi七s

souverains)を 行使する》。なお さら曖昧なこの言葉づかいは主権の反対 者 に

対 して と同じよ うに主権の賛成者に対 して も満足 を与えよ うとしている。 しか

も依然 として制限的である。大陸棚の上部水域 と大気の自由Q原 則の維持は肯

定 されているが,し かし沿岸国に認め られる権利は,《 大陸棚の天然資源の開

発に必要であるところのすべての権利一-十 全の管理,開 発と探査を沿岸国と

その国民に留保す る権利,侵 害の抑圧 に関連 して裁判管轄一 を網羅する》こ

とを明 らかにしている。 このよ うな国家的権限と海洋自由との両立は疑わしい

よ うである。

.1951年 の草案にあつた《鉱物資源 》とい う言葉 を《天然資源》 とい う言葉に

がえた ことによつてす ぐに《定着漁場》の古い観念の混乱がお こる。制限的な

古典的観念は歴史的に根拠があ り周 く知 られている数少い定着漁場をそ うよん

でいたにす ぎなかつた。海底の専有の可能性についてセシル ・バース ト卿が最

初 に展開した論旨(後 に彼自身によつて放棄 された)に 対 して,最 も権威 ある

国際法学者達は反対 していた。 ところが委員会は《永久に海床 に付着 している

天然資源》 については,《 沿岸国の もつすべての権利は排他的にそれに及ぶで

あろ う》 とい うことを認めている。たしかに1953年 の委員会報告は,こ れ らの

権利は《海底 に棲息す る魚(底 魚)に 対 しても,ま た海中 に棲息 しているが時

として海底にその棲息地をもつか,或 は海底 において産卵す るところの他の種

類に対 して も及ばない》 とはつ きり述べてい る。 しかし新 しい制度は憐れな軟

体動物だけを脅かすにす ぎないのだ とい うことを底魚に納得 させ ることは難か

しいだろ うと冗談半分にいわれた ものだ。いつれにしろここにおいては伝統的

意味における定着漁場が問題ではない ことは事実である。韓告は沿岸国以外の

国の国民の《既得権》に対す る特別な待遇について も触れているが,そ の既得

権が何を意味す るかを示 しておらず,《 既得権の場合は別 として,沿 岸国のぞ
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の大陸棚に対す る主権的権利はまた定着漁場に も及ぶ》 と述べていることか ら

も,こ こでいわれる定着漁場の観念は伝統的意味のそれを問題 としていない こ

とは明白である。従つて1953年 の概念 も1951年 の概念と同様である。1951年 草

案においては広い意味における定着漁場に対 して数 力条が与えられていた。 し

か し1953年 においては海の資源に関する諸条の中に定着漁場を扱つた規定を存

続させ ることが必要であるとは考えなかつた。 この脱漏は遺憾な ものであ りま

た疑問を残す ものであると考 えている若干の学者 もいる。委員会はまた次のよ

うな場合を考慮す る必要を考 えなかつた。すなわち《大陸棚の外において定着

漁場の開発が可能であるよ うなそれほど深 くない地域が あるか もしれない とい

う場合》。 その可能性は《まだあま りに理論的にす ぎる》とい うのが委員会の

考えである。 しか し理論的にいつてこの場合の可能性が,200メ ー トルに及ぶ

深 さの大陸棚の開発の可能性に くらべてより少いといえるだろ うか。そ うだと

は思わない。而してむしろその点に現行法を放棄した場合 にあらわれて くるい

ろいろな問題を整理 しよ うとす るときにわれわれがぶつかる困難の表れがみ ら

れるのである。

国際法委員会のい う定着漁場の概念が上述の如 きものであ り,大 陸棚に対す

る沿岸国の主権的権利はまた定着漁場にも及ぶとするな らば,定 着漁場開発に

関す る第三者の漁業権は脅かされることになる。 しかし大陸棚主権の もた らす

影響は単にそれのみにとどま らない。上部水域の利用すなわちそこにおけるす

べての種類の漁業及びその一般的利用さえもそれによつて脅か される ことにな

る。

大陸棚主権の賛同者達は,沿 岸国の主権のこのよ うな拡張は公海の使用に対

して現実の障害 とはな らないで あろ うと主張する。 しかしここで現在 と将来 と

を区別して考えてみる必要が ある。現状においては,而 してそれを適用するこ

とがまだ疑わしくかつ理論的に も制限されているよ うな一つの規 則 を問題 どし

ている限 りは,伝 統的に自由の規則の中に表現 されてきた一般的利益は重大な

脅威 を少 くとも直接には うけないか もしれないし,ま たおそ らくそ うだろ う。

しかしもし敢えてなされる主権の制度のもとにおいて大陸棚の開発はその烈 し

さを増し,そ の敷用を証明するに違いない ものな らば一 もしそ うでないとし



一一110一 商 学 討 究 第7巻 第1号

た ら現右制度の顛倒は一体何に役立つのか一 やがてそれとは別なことになる

か もしれない。 そこで沿岸国の海底開発 を領海の下層土の外に拡げ,公 海の下

層土の中に延長す ることを沿岸国に許すことの可能性 について検討 し得たであ

ろ う。 この方法な らば実際海床の制度及び自由海の制度を尊重 しなが ら,新 し

い概念がひきおこすか もしれない不都合 をさけ うるだろ う。 しかし現に検討 さ

れている開発 とい うのはその出発点を自由海の申にもつてい る。 自由海におい

て海面上の施設を要求 し,特 に杭の構築によつて公海を妨害 し,つ ま りは開発

用の坑道及び トンネルの設定にまで到 ることによつて下層土 の制度をひつくり

か えす,そ うい う開発である。坑道 とか トンネルを企てることは燈台の場合 と

同様に,そ の一般的利益の用途と交通の強化及び安全にもたらす便益の理由に

よつて正当であつて抗議 を うけるものではない とい うことが知 られている。 し

か しここでは問題は別で ある。海棚の垂直的開発とい う概念は今いつたよ うな

公平無私な目的とは少 しも共通なところはない。それは何よ りもまつ利己主義

的な目的 によつて導かれる儲 け主義的 な開発が問題なのである。従つて海面上

及び海床上に増加 される開発用施設は永久に公海の自由なる利用を危 くす るも

のとなるだろ う。

国際法委員会は大陸棚主権の原則と海洋の自由 との釣合いを維持するために

上部水域の制度に対 して も,空 域の制度 に対 して もま た海床の地位に対 して

も打撃を与 えないよ うに努力 したよ うである(3条,4条,5条,6条 引用)。 しか

しこれ らの条文は一見安心を与えるよ うであるが決してそ うではなく,そ こに

は根拠なき断定以外の何 もの も存在 しない。委員会報告において明 らかなよ う

に結局海の利用に対 して障害が もた らされ ざるをえないことは否定しえない。

従つて委員会のそのよ うな問題の考え方は海洋 自由の原則を大陸棚主権の原則

の犠牲に供するもので ある。而 して大陸棚に対する主権の行使は制度の均衡 を

全 く破壊するものであ る 。

そ こで鉱床の踏査 と利用のため海面上に移しい数の施設が上部水域に設けら

れ,開 発が行われ る時代 を仮定して,そ こにわれわれをおいて,海 洋の自由が

まだ残つているだろ うかを考 えてみよ う。

自由航行はどうな るだろ うか。 勿論現在で も他の船,霧,漂 流物,暗 礁,氷



ジョルジュ・セル「大陸棚と国際法」(桑 原)一 一111・一

仙 等の障害物との遭遇を考慮しなければな らない。 しかしこれ らの障害は大陸

棚上部水域の施設のよ うに限 られた場所にかたまつてはいない。それによる航

路変更は例外的で あるのに反 し,上 部水域においてはそれは不断の こと,あ た

りまえの ζとであ り,そ して何よ りも沿岸国による監視を うけることになる。

領 海における取締と同様な取締の行使を沿岸国によつてなされるだろ う。 そ こ

に海洋 自由の尊重がありうるか。更にその監視,取 締が大陸棚上空の飛行機に

よつて行われればよ り敷果的 とな らないか。沿岸国の飛行機によるそのよ うな

監視,情 報,通 告活動が,自 国の旗の自由の確保を念願する国々をして空域に

欄す る対抗措置をとるに至 らせ る危険はない ものだろ うか。 それが《将来》の

こ とであるとはいえ,こ の可能性が注意をひかなかつたこと,大 陸棚 に対す る

主 権 と領海に対す る主権の親類関係を強調 しなかつたことは不 思議 に思 わ れ

る。

委員会は草案6条2項 の規定(引 用)で 満足 している。 その最後の部分は大'

謹棚 の水域における航行の完全な自由が消滅 してしま うか もしれないとい う前

述 の気づかいを証拠立てているよ うだ。6条 のつづ く諸項 もこの気づかいを一

掃す るに役立たない。第3項(引 用)は 学説的,理 論的性質 によつてごまかし

ている。委員会はこの条(6条)を 設けることによつて,理 論的には大陸棚の

上部水域は原則として領海ではない と思わせようとした らしい。 その水域がた

とえ実際には管理水域であるとして も,一 体それは如何なる利益を航行に対 し

もtcら すのか。 ただ第4項 は施設を告知する義務,信 号の永久的手段保持の義

務 を述べて,こ の草案の最 も明白な最 も現実的な規定である ことを注 意 しよ

う。

大陸棚 の主権が漁業に対 してひきお こす障害について は強調することは容易

な ことだ。 条約の実際が資源澗渇に対する不充分な救済法にしかす ぎなかつた

こと,及 び魚は沿岸水域 において繁殖 し漁業 もその水域で行 うのが好都合であ

ること,こ の二つの点か ら大陸棚の上部水域の所有は絶滅を敷果的に救済する

性質の ものか もしれない。 ただし政府行為が公の利益の申において行われるこ

とを,ま た特許権者の貧欲の有敷な監視が政府行為によつて行われることを信

頼 し うればである。 しかし施設その ものと同様施設に対する《必要な》作業 も
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魚 を逃げさせるおそれがある。 いつれにせ よ魚礁撹乱はい うに及ばず魚卵,プ

ランク トン破壊に到るよ うな一定の踏査,地 質調査の方法は禁 止さるべ きで あ

る。'

この種の禁止 さるべ き行為に対する敷果的な唯一の予防的救済法は,国 際的

規則及び超国家的監視組織の設立であるとわれわれは考える。 国際法委員会 も

一時 この解決方向へ向つた。公海における漁場について1951年 に作成 された3

力条一1953年 存ke-一 である。 すなわち自国民のみがその公海の漁業に従事

している国は,そ こにおける漁業の規制を行い,そ の適 用 を監視 すべ きであ

る。数 力国の漁業者が関係している場合には,そ の規制は一致によつてなさる

べ きで ある。なお海岸が100マ イル以内にあるすべての沿岸国は,自 国民がそ

の区域の漁場の開発 に参加していなぐて もこの規制に参加する権利をもつ。 さ

らに国運の枠内で創設 される国際機構すなわち専門機関が・各関係国か らの請

求 に基づいて,採 用きれた規則を国籍の如何を問わず漁業者に対 して課すべ く

干渉す るための権限をもつべ きである。以上のような内容で ある。 ここにおい

ては委員会の歩みは順調だ。すなわち海洋自由の原則が大陸棚主権の原則を凌

駕し,明 らかにそれを制限している(こ の点は後に再びとりあげる)。 開発へ

の参加の有無に拘 らず規制 される区域か ら100マ イル或はそれ以内に海岸 を有

する国々の干渉のために設け られた余地を注意すべ きだ。 紛争の解決 も仲裁裁

判への上訴ではな く超国家機関の干渉であることを強調しよ う。

最後に送油管による油の漏洩の問題がある。施設の存在はそれによつて或 る

種の漁業方法の使用を不可能 にさせ るが,ま た施 設 の存在 は送油管を要求す

る。送油管の存在は上部水域における油の漏 洩 とい う重要 な問題をひきおこ

す。 この危険は今までで も石油船によつてお こされていた。しかし時な らぬ穿

盤,管 の破裂,船 鎗甲板上の積換等によ りその危険が当然増大することは否定

し得ないだろ う。

以上列挙 した大陸棚主権の原則のもた らす踏査及び開発の不都合は,人 類団

体のためと主張 される疑わしい利益をはるかに越 えているよ うに思われる。

大陸棚の概念は賢定法にその基礎を求めうるか

臥
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こ こで は一方 的 宣言 の 国際 法 上 の敷力の問題が述べ られ る。

国内法の中 に大陸棚 の観念 を とり入 れた若干の政府 は善意ま些は悪意 に,大

陸棚 の概 念 は実 定 法 にそ の基礎 を求 め うる ことを主張 してい るが,そ れ は誤 り

でありその論証は容易である。最 も法外な主張をしている政府は・大陸棚上の

主権は まだ形式の定ま らない実定法を既に構成している,何 故な ら大陸棚 は太

古か ら領土の一部をなしていたか ら,と い う考えに立つているが,こ んなでた

らめな主張にはとりあわ登いことにしよう。

問題は最近 とみに募つてきた主張の如 き一方的主張が,国 際法上規範的敷力

を もちうるか,ま た現行法を変更 しうるかとい うことである。 すべての学者は

一致して否定 している。国際法委員会の委員長 も第5会 期においてためらうこ

とな く否定したし,何 の異議 もお こらなかつた。セシル ・バース ト卿は二番目

の論文で実定法に対する一方的主張の弱 さを疑つていない。 ロンドン及びワシ

ン トン政府の南米諸国による領海の不当な拡張に対す る抗議 もこの基礎に立つ

ている。 フランス政府 も領 海の一方的拡張に対して反対を表明するに躊躇しな

かつた。すなわち南米諸国の主張に関するイギ リスの問合せの覚書に対す るフ

ランス外務省の回答(引 用)は,《 いかなる国 も一方的宣言によつて主権を公

海上に拡げることはできない》旨を強調している。

一方的宣言は国際法において無敷であるとい う原則を容認することになつた

二つの仲裁判決の うち,一 つは判決理由を述べるのに手間どることを必要であ

'る とさえ考えなかつた。 もう一つの判決は反対 に明示的である。

二 つ の 仲 戴 裁 判

ここでは大陸棚に関 して行われた二つの仲裁裁判,国 際法委員会の役割,大

陸棚主張の根拠を条約法或は慣習法の中に求め うるか,の 問題が述べ られてい

る。すなわち:

Ouatar及 びAbuDahbiの 二つの事件において問題になつたのは,ペ ルシ

ヤ湾岸の専制君主 によ り石油会社に許可きれていた君主の領域の広い範囲或は

その全体に及んでい売特許は,領 海の外の公海の海床及 びその下層土すなわち

大陸棚 として要求 される海床及 びその下層土を含んでいたかど うかを知 るとと
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であつた。 イギ リスの法律家によつてなされたその判決は,原 告会社の特許の

拡張の要求を非 とし,か つ二人の酋長の宣言は既存の海法を少 しも変更 しえな

かつたし,ま た彼等の領土を少しも拡張させ ることはできなかつたとい うもの

であつた。特にAbu-Dahbi`事 件において仲裁人アスキス ・オブ ・ビシ。ップス

トン卿は国際法委員会草案に既存の法の《承認》 とい う性格を付与す る石油開

発会社側の主張に強 く反対 した

委員会草案は既存の法の承認であるとい う主張は,そ の他の若干の政府 一

特にカンベラ政府 によつて もとられたので,そ れは国際法委員会規程につ

いての大 きな無知の表われであることは強調する必要がある。 国際法委員会は

いかなる国際的な立法権 ももつていない。規程 は《委員会は国際法の漸進的発

達及びその法典化を増進 させ ることを目的 とする》(1条)と 述べているが,こ

の二つのいつれの場合 も委員会の手になる条文は決 して実定法を構成 している

ものとは見倣されえない。委員会規程の悪意的解釈に国際司法裁判所が とどめ

をきす ことが望まれる。

国際司法裁判所規程38条 は国際法源 として条約法,慣 習法,法 の一般原則,

補助手段 として判例及び法学者の学説 をあげている。 ここで条約法と慣習法を

問題 とする。

まず条約法は大陸棚の主張にいかなる支持をも与えない。条約法としてはイ

ギ リス ・ヴエネズエラ間の1942年11月26日 の パ リア湾 の条約があるだけであ

る。 しかしこの条約は国際法上確立 しナ'慣習原則に矛盾す るか ら,両 調印国に

対 してさえいかなる価値 も有 しない と考える。

次に慣習法であるが,慣 習法 の形 成 については既にしば しば述べ られてい

る。一つの慣行が単なる慣行であることをやめて,一 つの慣習法が出現す るた

めには,そ こに法的必要信念(opiniojurisnecessitatis)が 必要である。大

陸棚め場合 ・諸宣言は事実Qく りかえしをしていることは議論の余地のないと

ころであるが,し かしそ こに法を成立 させ るもの として広 く承認 される倫理す

なわち一般的利益或は公平を現 わす倫理を見出す ことは困難である。 むしろそ

の逆である。勿論舞台裏では人類の必要に関す る口実 とか懸念 とかが顔を出し

てい るが,し かし支配的なのは個別的利益の配慮,最 大限のところ国家的利益

璽
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の 配慮である。国家的利益 も国際法においては個別的利益にす ぎない。

このことは大陸棚主張の原型 となった トルーマン宣言その他をみれば明 らか

だ。 トルーマ ン大統領の宣言2667号(一 部引用)に おいても告白された目的は

手持 ちや資源の近い将来に考えられる澗渇を恐 れる石油会社の経済的食欲 に満

足を与 えることでφつた。 内務長官の年間報告(引 用)に おいては更に露骨に

現 れている。 そこには大陸棚 を手に入れ ることがアメ リカにとつていかに利益

であり,い かに安 くつ き,い かにたやすい ことで あるかが述べ られている。ア

メリカの隣接諸国がそれにつづいてわれ先に と大陸棚の主張を行つたの も宜な

るかなで ある。 その間の事情はチ リの大統領宣言(一 部引用)を みれば明 らか

だ。 これ らの ことか ら大陸棚 とい う新 しい概念が,一 般的利益,相 互信頼,集

団的安全の考察の基礎となるにはいかに不適当であるかがわか る。そ こに法と

して認められた慣行をみることは困難である。 それ ら一方的行為は外交官の不

可侵とか交通の 自由のような大慣習の如 く一つの普辺的な法的枠の申に整理 さ

れていない。 それ ら一方的行為は国内法秩序の中でなされているのであつて,

国際法秩序の中でではない。 国家の利益のために権利を創設しよ うとす る意志

表示者た る国家の一方的法律行為は,そ の意志表示によつて国家が国際法上従

前か ら存する法律規則の申にあるときにのみ敷力を生ず るので あるが,領 土外

の大陸棚についての沿岸国の法律的地位を決定す る規則は従 来 存在 して いな

い。 そのような国際法規は存在していなかつたばか りか,従 来か ら存す る法規

則は本質的に逆である。新 しい事実が既存の慣習法のLっ の進化の徴候である

か,或 はその慣習法の違反または侵害 にす ぎないかど うかをしることは困難な

問題だが,そ の慣習法に明 らかに矛盾する主張に面するときは,た とえそれに
o

少 しも違反 していないと信 じさせ るためにその慣習法をことさち に確認す ると

い うよ うな ことが時に行われるとして も,も はや躊躇は許 されない。数世紀来

の普辺的法規則は今 日も存在す る。 すなわちその規則は主権を領海の限界に制
■

限している。

さらに新 しい慣習法規の誕生をいうためには,法 的確信の一致のほかに,先

例 の連続が一定の条件をそなえていなければならない。 すなわちその社会環境

におけるほぼ一般的な承認,明 示的抗議のない こと,長 期 にわ た る時 間の継

■
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続 。 しか し これ らの条 件 は存 在 していない。

全員 の同意(ConsenSUSO皿nium)と い う点 につ いて は ど うか 。今 日まで支

持 を与 えた国の大部分 を構成 してい るのは アメ リカ諸国のグル ープてあ る。 イ

ギリスは本国領域ではそ うではない。 大 海国(ド イ ツ,フ ラ ンス,ス カ ンヂ ナ

ヴ ィア諸 国,ソ 連,ス ペ イ ン,イ タ リー等)は なお た め らつ て い るか,或 は意

志表 示 を して い な い。 日本 はオ ース トラ リアとの紛争 か ら明 らか に反対だ。そ
ら 　

こで普辺的規範の原因としての地域的慣習法の誕生 も肯定しえない。

慣習法の進化が認められるためには,単 に先例が多数存在す るとい うだけで

なく,社 会的倫理の発展が《一貫》している,つ ま りそれらの先例が同じ内容

と同じ価値をもつている,と い うのでなければな らない。 このよ うな条件をそ

なえていてのみ,そ れら先例は一般的な同意 を集める機会をもつのである。 と

ころが事情は全 く別だ。 宣言,声 明の内容をみればあるものは大陸棚を上層水

域か ら区別しているし,あ るものな海床 と下層 さえ主権を主張 しているし,ま

たあるものは大陸棚がないのに200マ イルの領海を要求 しその公海の土地 を大

陸棚(plateforme)と よんでい る。また国際法委員会の見解 も変動 した。か く

して大陸棚の要求は禁制品を保護す る一種の国旗のよ うなものとなる。そ こで

以上の結論 として次のよ うにい うことがで きる。 大陸棚 に関係した一方的行為

の くりかえしは,慣 習法の発端 としても全 く考 えられないだろ う。

従つて既存のいかなる法源 も大陸棚 に《法的根拠》 を提供しないとい うこと

になる。

大陸棚につきまとう紛箏の危険 囎

●

ここでは大陸棚の新しい観念 を採用することによつで,か へつて紛争の危険

が増大するだろ うといぐ ことが一般的にいわれてい る。その証拠 として次に日

本 とオース トラリアとの紛争及び太平洋水域におけるオナシス漁船隊の事件が

述べ られる。

日本 ・オース トラ リァ紛争

ここではオース トラリアにおける真珠貝漁業の起源か ら両国が紛争を国際司
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法裁判所へ もちこむことを同意するに至 るまでの経過と この紛争の表 わす意味

について述べている。

オース トラリア沿岸住民はおよそ1870年 頃か ら真珠貝漁業に着手 した。 深海

へ もぐる特殊な能力を有す る日本人潜水夫は初めはオース トラリアの会社に傭

われていたが,公 海漁業であつたので日本人は独自の船団を編成して これに参

加す るよ うになつた。1938年 頃には日本船団は3800ト ン以上を採取し,オ ース

トラリア側はわつかにその半分にしかす ぎなかつた。 アメ リカ市場における価

格は下落しオース トラ リア企業は補助金にたよる以外に殆 ん どたちゆかな くな

つた。 オース トラ リア人達はバ ンク.が荒 されるのを嘆いたが,第 二次大戦中の

日本側の申断によつて回復 された。平和条約調印後再び日本船団が現れその結

果 は前 と殆んど同じ次第であつた。 オース トラリァ政府はこの日本人の出現に

スパイ行為の嫌疑をかけた。平和条約第9条 によつて両国間の漁業交渉は1952

年4月 カンベラにおいて開始 された。8月 オ・一ス トラ リア側の行為のために決

裂 した。 オース トラ リア政府は国際法委員会報を有利に利用し,そ れが実定法

の価値をもつているものと解釈し1953年9月17日 オース トラリア総督はオース

トラリフ大陸及び全従属領域の大陸棚に対 し主権を要求す る宣言を発した。勿

論 この大陸棚の主権は《オース トラリア水域》 にあるすべての定着真珠貝漁場

の 自由な規定の権利をも含んでいた。 それ以前すでに1952年 以来漁場の規制及

び管理に関す る一つの制度があつた。 しかしそれはオース トラ リアの航海者及

び漁業者に適用 されたにす ぎなかつた。1953年9月19日 の新しい法律は この制

度 をすべての外国人にひろげた。 《オース トラリア水域》は全大陸棚 をおおつ

た。 そして日本人はアラフラ海 とよばれる一区域においてのみ漁業を許可され

た。 平和条約第9条 による交渉挫折ののち,1954年2月19日 の覚書の交換 によ

り,紛 争 を国際司法裁判所 にもちこむことが同意された。判決決定までの暫定

的制度について両国の一致をみたならばとい う条件で。以上が経過の概要であ

る。

この事件はわれわれにとつて意味がある。不幸にも大陸棚の法的な成熟 に到

るな らば,ど のよ うな万向において大陸棚の利用が出現す るかを示 してい る。'

すなわち沿岸国による海の資源の独占或は準独占,厄 介な競争か ら解放 される
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ための措置,ス パイ行為の偏見,警 察及び安全の目的のための施設の活用。

オース トラリア政府当局が委員会草案を慎重に検討しなかつた一つの点があ

る。 それは既得権についてである。真珠貝バ ンクの開発が四分の三世紀以上前

か ら国家産業の一つであつたとい う事実か らオース トラリア漁業者のための一・

種の取得時敷が尊重 された。 しかし日本人 も同様 に定着漁業に参加す るための

既得権を要求しえなかつたか。 国際法委員会の事業は少 くとも次のことを考 え

ることを許す。すなわち既得権が存在す るな らば,そ れぞれの国はそれを要求

す ることがで きる。委員会報告は次のことを認める。すなわち公海において大

陸槻上に定着漁場を有する国は,以 前 に第 三 国 国民にその開発を許したとき

は,も はやその独占を要求しえない。《それぞれの権利に関す るすべての衝突

は,外 国人の権利の尊重を保障している国際法の規則に従 うべ きである》。従

つてこの点について委員会草案はオース トラ リアによつて一方的 に解釈 されて

い るよ うである。大陸棚の所有者であるいつれの国家もオース トラ リアと同じ

よ うな行動をとることになるだろ う。

オ ナ シ ス 事 件

ここではオナシス事件 はいかに して現れ るに至つ たか,こ の 事件 は何 を意 味

す るか につ い て述べてい る。

オ ナシス事件 は 日本 ・ズース トラ リア紛争よ りもなお一層大陸棚 の新 しい観

念が ひきお こすで あろ う,ま た既 に ひ き お こ し て い る 結 果 の明白な証 明であ

る。

1947年8月1日 の ペル ー大 統 領 布 告 は そ の前 文 の申 で次 の よ うな ことをいつ

てい る。 漁業資源一一 それは単 に住民の ためだ けでな く,グ ワノの生産 者 た る

鳥 に魚 餌 を得 きせ るため一 一及 び《大陸外縁 》海(mer《6pi-continentale》)

とそ の《 台 》(《plate-forme》)の 天 然 資 源 を保 持す る こ とは 国 家 に とつて

必要であ る。従つて水深 の如何 を問わず海及 び下層土に 対 し 《主 権 及 び 管 理

権》 を要求 す る。 また管理 区域の境界線 をひ く権利及 び庸況 によ りそれを変更

す る権 利 も要求 す る。 境界線 は暫定的 に海岸か ら.200カ イ リに ひかれ る。 自由.

航 行 に は影 響 を与 え ないが,そ こに お け る漁 業 の排 他 的規 則及 び独 占を含 む。
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ペ ル海岸 に おい て大 陸 棚 とい え る台は,北 部 に幅70キ ロメ ー トル の ものが あ

るだ けで,そ れ が 南 下す るに従 つ て次 第 に減 じて零 にまで達す る。チ リー(大

陸 棚 は きれい さつ1ま りと存 在 しない)と ヱ クア ドル及 び そ の他 若干 の国がペル』

一と同様な措置をとつた。彼等は絶対的な主権を要求 したのではな く,追 求 さ

れる目的に限 られたところの主権を要求 したのだ ともいわれる。 しかしそれは

情況の変化の場合を留保す ることによつて反対 に必要な らぽ い くらで も拡張で

きるとい う解釈を要求 しているともいえる。 そこで問題なのは隣接 海域に対す

る勝手な決定の権利なのである。

従つて ここに現行法の全体的拒否が認められる。 しかし彼等に とつては もつ

ともな言い分がある。彼等をして ここ到 らせた責任はむしろ大陸棚をでつ ちあ

げることによつて実定法をひつ くりかえした政府が負 うべ きである。 ペルーば

次のよ うにい う(引 用)。 下層土 と公海の無限なひろが りの併合を許す 自然現象

を誇 りうる国家のみが専 らその恩恵に浴 し,し か も地理的形状のために,他 国

との衝突 もなく障硯 もなく競争 もなくかつ無限のひろが りをもつ 接続海の申に

おいて包蔵 されているはか りしれない富を前に徒 らに手を撲かぎるをえない と

い う不利をこうむつている国々を非難す るとい うことをどうして受け容れられ
エ ル ドラ ドオ

よ.うか。 科学の進歩 と人類の必要は これらの国 々が新 しい 楽 園 になる可能

性を もつ ことを要求す る。 このよ うな立論は現行法を相手 とするのではなく,

大陸棚 に恵まれている国々の不法な主張に対峙するためになされるのならまこ

とに力強いものである。 いつれにして も法的考慮は政府的利害関係の均衡に席

をゆつつて姿を消 している。

利害関係の衝突はその伝統的方式 をま とつて現われる。 すなわち《大国》の

圧カー 弱小国の同盟。

強国の圧力はまず抗議 の覚書によつて表明された。圧力はつづいて外交的保

護の伝統的方式をまとう。オナシス事件が現れたのは ここである。

オナシスは石油輸送 を放棄 して,パ ナマ の国旗 の もとに捕鯨をはじめた。

《ベルー水域》における捕鯨は許 されないだろ うし,船 は海上警察によ り検査

されペル皆の港に連行 されるだろ うとい うことは予めオナシ スに とつて見越さ

れていた。捕鯨活動は2σ0マ イル《領域》内にたち入つた。彼は もとよ り財政
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的,政 治 的二 重 の保 証 と して み られ えた ロン ドンの ロイ ドによつて保証 されて

い た。 外 交的干渉が あつ たよ うだ。結局 オナシ スのパナマの弁護士 は警察規則

違反 のため リマの裁判所 によつて宣 告 された300万 ドル の罰 金 を支 払つ た。

リマ政 府 はか くして第一番に勝つ た。 もはや独 りではない とい う事実 を強 く

自覚 したのか もしれない。 ペルーの宣言の背後 に南 アメ リカ諸 国の密集 したグ

ル ープの宣言が ある。 そればか りでは ない。一つ の共通の政策 を とるペル ー ・

チ リー ・エ クア ドル 間の同盟が ある。 この点が問題 で ある。同盟 はサ ンチヤゴ

の外交会議及 び1952年8自18日 に調印された一連の協定の結果同年に設け られ

た。それらの協定は次の ものを含んでいる。海域についての共同宣言,南 太平

洋 における漁業問題 に関す る共同宣言,同 水域における海上狩猟についての規

則,南 太平洋の資源の開発及 び保存のための常設委員会の創設。

これらの協定が採用する諸原則は《海域についての共同宣言》 の申に述べ ら

れてお り,前 記ペル ー大統領宣言のとる諸原則をきらに一層断乎たる方法で述

べてい る(引 用)。

そ こに《本宣言はすべての国の船舶に対す る前記水域を通過する無害通航の

ために,国 際法によ り定められている主権及び管轄権行使に対する必要な制限

の否認を意味しない》とい うパラグラフがつけ加 えられている。 これによつて

200マ イル水域の領海化への仕上げを行つている。

か くして 日本 ・スース トラリア紛争及びイギリス ・ペル・一紛争は,海 国を反

対陣営の中に結集させ るおそれがあ り,ま た経済的競争 と力の不均衡を増大 さ.

せ るおそれのある大陸棚 の観念の危険な弱点 をはつ きりと証拠だてている。

大 陸 棚 と 國 連 総 會

ここでは国際法委員会草案特に大陸棚の問題に関して,国 連総会内でみ られ

た対立について述べている。また最後に第2部 へ入 る前 お きが 述べ られてい'

る。

1953年 第八総会においで第六委員会いわゆる法律委員会及び総会は,海 に関

するすべての問題は密接に関連 していると考え,ア イス ラ ン ド案 に立脚 しつ

つ,す べての関連問題が国際法委員会によつて研究され総会に報告されない限
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め,公 海制度或は領海制度のいかなる局面 も検討 しない ことを決議 した。

ところがやがて委員会の研究は予想よ りも遙かに長びきそ うな気配 をみせ・

特 に領海問題 についての満足な一致を うることの不可能性が濃厚にな り・関連

問題特に大陸棚問題 を窮境に陥しいれるに至つた。

そ こで第九総会(1954)年 において若干の有力な海国特にアメリカ及びイギ

リスは,委 員会草案を承認 させることを急がせたようだつた。 この草案はその

次 陥に も拘 らず大陸棚 に対す る彼等の主張の原則を登記済とみなす ことを許す

ものであつた ことは周知のことだ。か くして第六委員会への共同決議案(ア メ.

リカ,イ ギリス,ベ ルギー,オ ランダ,中 国,ニ ユージーラン ド)の 提出とな

、

つた。

《公海制度及 び領海制度 との関連における》大陸棚の問題の検討は,遅 滞な

く着手されねばならぬ,と 決議案には記 されてい る。署名国は次のことを要求

した。 この周題 は1955年 の総会の日程に記入されること,国 際法委員会はその

事業を継続すること,そ してその事業をで きるだけ早 く完了すること。

この新しい決議案に反対の第六委員会に代表 を送つている大 多数の国,特 に

南 アメリカの密集 したグループは,1953年 の延期決議 を支持 した。か くして広

大 な大陸棚の所有か ら生ずる事実上の地位 を確乎たるものとしよ うとす る大国

と公けに討議 きれることよりはむしろその代償的主張を実際に安定 しているも

の とみなそ うとす る他の諸国の現状維持の希望 との間に政治的傾向の対立があ

つた。 この対立は国際法委員会の最終報告の提出を第十一総会 とし,そ れまで

委員会に研究に必要な時間を与えること,委 員会の最終報告を第十一総会の仮

日程に記入することで両者の妥協 となつた。

しか しこの総会の決定には,果 して国際法委員会に問題研究のための必要な

時間が与えられたか,ま た諸政府に対 して委員会草案を検討し意見を提出する

に必要 な猶予が与え られている'かとい う疑問が残 される。 国際法委員会委員長

サ ン ドス トローム判事及び委員会書記嚢立良博士は,総 会に対 しその発表の申

にユー トピアがあることを指摘す るのを怠 らなかつた。

われわれは次に国際機関の進歩に沿 う道を歩みつつ一つの結果に到達するた

めには如何なる方法が とらるべ きかについて述べるだろ う。現今の趨勢の外に
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もし人が《科学的》の名に値する論 を展開 しようと欲するな らば,国 際法秩序

の(及 びすべての法秩序の)根 本的技術にまで,国 際法の形態学その ものにま

で遡 らねばな らない。実のところ大陸棚の異教的,離 教的概念に対する敵対行

為を命令し,ま た本論文を鼓舞するところの ものは他のすべての考察であるよ
ノ

りま さにかか る考察 なので ある。

∬

国 際 公 物(domainepublieinternational)

の 要 素 と し て の 海

嘱

おおむね次のよ うな論旨である。

公物はすべての組織 された政治的社会の一つの本質的な法的要素であり,そ

の社会の存在の試金石で もある。

公物の従属物の法的性質はその用途か ら生ずるのであつて,そ の性質か らで

はない。唱その従属物が実際に所有され うるものであるの否かは大 したことでは.

な く,本 質はそれを整頓 している法規範がその専有を禁止 しているとい うこと

である。法規範はそれを万人の利用,万 人の生活自身に欠 くべか らざる ものと

みてお り,そ れを共有物すなわ ちreScommunisと しているか らである。

海は数百年の間,無 主の空間の如 く先占可能な無主物resnulliusと みなき
　

,れた。グロチウスは自由海mareliberumの 勝利のために斗い,後 にそれは.

国際法(Droitdesgens)の 構成上の一原則となつた。国際法は彼の立論の根

拠に交通権jusoommerciiを 与え,こ の交通に己を閉ぎしそれに参加 しない

国家に国際的人格を拒絶す る。 使用の自由の規範はか くして世界的国際社会の

存在の暗黙の承認を構成する。それが この規範に もたらきれるすべ て の 攻撃

が,国 際的公秩序の特に重大な侵害を構成す る理 由である。

その規則の普辺性は海域の単一性を もたらし,ま たその《要素的》性質に一・

致する。物理学的に も海は一つである。 しか しこの構成上の原 則 は国 家的排

他主義の抵抗 と妥協 しなければならなかつた。実定法における《領海》に関す

る一束の規則の存在がそれである。領 海 を領 土 と同一視す ることはできない

が海国の政府が海洋自由の一般原則を うけいれなが ら,他 国によるこの自由の・



ジョルジュ・セル 「大陸棚と国際法」(桑 原)一 一123-一

さまざまな侮辱的利用に対 して若干の予防策をとることを欲したとい うことは

理解で きることである。

しか しこの予防の必要が《隣接》海の特殊な制度を認めさせるとして も,海

が領土それ自身 と混同されることは許されないだろ う。領海 と公海 との間の自

然的境界を見出す ことは不可能だ。 そして両方 とも必然的に国際公物の部分を

構成 している。何故 ならもし領海の接近が 自由でなかつたら,海 それ自身の上

におけるいかなる可能な航行 もありえないだろ うか ら。寄港地や避難所や糧食

補給のない航海はありえない。海の単一性なければ,従 つて国通交通はあ りえ

ない。そ こで領海の観念は一つの法的擬制一 よ りよくいつて公海利用の補足

的万法 一 一であることは明らかである。 この ことは領土主権の法制度と領海の

法制度 との間の相違をみればわかる。それは無害通航の観念の申に具体化され

ている。

領海の一様な共通な幅の追求慰 常に空しかつた。その理由は海に対する沿岸

国の収用はそれが必要であるとい う条件でのみ正当で あるにす きないか らであ

る。 ところでこの必要性はそれぞれの地理的,地 質学的及 び歴史的事情 ととも

に変化す るものなのである。 ノル ウェー水域の事件において国際司法裁判所は

この見方を確認したよ うである。 いろいろな領海(desmersterritoriales)

が存在するにす ぎない,そ して共通の幅員の追求は不可能な ことだ。各国は自

国の領海の一つ或 はい くつかの幅を一方的にきめ る,そ して この ような一方的

な態度はそれが合理的であ り,ま た他国の利益を危 くしないとき他国によつて

検査 され,或 は《君弐認》される。それは穏健な無政府状態である。

1930年 の会議 における専門家達は接続水域の理論に賛成したが・ この理論は

領海 の古典的 な観念 と両立 しない ものであつ た。 すなわ ち保護 しよ うとす るい

ろいろな国家的利益 は,隣 接す る水 域 に対 しすべ て 同 じ広 さの収用(emprise)

を要求 しな い。3マ イル で 充分 な場 合 もあ る し,ま た20乃 至30マ イル で も不充

分 な こと もあ るの はそのためで あ る。 漁業の保護 に関 してはヘーグの法学者達

は決 して一致 す ることがなかつ た。

そ こで われわれは既 に古い アルベ ・一ル ・ド・ラ ・プラデール 教授の示唆へ と

導かれ る。 そ こでは領 海の擬制的観念 を,単 一 性 の申 にお い て把 え られて い る
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海に対す る沿岸国のために設定 される地役の観念におきかえることに到達して

いる。 この観念のみが共同利用における団体(colleetivit6)の 利益と排除的利

用におけ る沿岸国の利益を調和的に妥協 させ るものである。

領海の古典的制度と大陸棚に関して創 り出そ うとしてい る制度 との間のアナ

ロジイについて くどくどと述べ ることは無駄なよ うだ。一つ の擬制 は他 の擬

制 をひきおこす。陸地領域 の延 長 とし ての大 陸棚 の観 念 は,《 水の領域》

(territoireaquatique)の 観念よ りもずつといや らしい。大陸棚の観念は事実

殆んど証明で きない。 この観念は3カ イリの観念 と同様極めて不定であつて,.

また更によ り不当である。 法学者達が今 日最上のものとして大陸棚に与えよう

としている,し かし完全に根拠のない公式 としての100尋 の等深線は,い ろい

ろな領海の全体の共通な一つの幅を認めることが推定上の ことであるのと全 く

同様に推定上のものである。

人が もし実証主義的経験主義か ら抜け出そ う.と努力し・法形態学の科学的観

点に立とうと努力すれば,必 ず伝統的な考え方の頑迷につ きあたる。

この考 え方は普通入ばか りでな く学者特に法学者をさえも幻惑す る権力 との

関係において,統 治者 と被治者との間の基本的な区別につながつている。王室

の法学者によつて与えられ る権カ所有者への奉仕は既に指摘 されている。 しか

し一方 ときとして一般の法学者には生来の《国民的》精神がみ られる。彼等を

全体のための仕事の味方へと導 き,外 交官とは関係のない一つの協力へと誘 う

ものは,そ こにみられ る一つの型の祖国愛である。

また人間社会における規範発生の社会的起源については周知のことである。

法的原始主義の面において,法 の規則はいろいろな型の社会的な力をその基礎

に もつていた。すなわち幾人かの人の利益,常 に少数 の特権者の利益であつて

一般的利益ではない。 宣言される公益は政治的便宜であつて,特 権者は彼等の

利益にこの公益を同化 させようとでた らめなことをす る。 この特権者達にはも

とよ り権カ所有者か ら恩恵をこうむつている。原始法の規則のこの共通的性格

は ・特に国際法或はむしろ国家間法において顕著である。何故ならその規範は

萌芽において《君主の社会》すなわち,支 配権に憧れ,常 に野望と利害の うち

あつてい る権力者達の社会の規範だか らである。 国内法において,社 会的倫理
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すなわち最大多数 の利益の尊重が最強者の意志の排他的優勢をおしかえし,法

の規則を社会的利益の表現,よ り正確には個別的利益の裁定に変形 し,そ して

特権規定を均衡規定に変えていつたのは一歩一歩 ゆつ くりそ うなつていつたに

す ぎない。統治者は被治者ρ受任者となつたとはいえ,長 い間国際関係の主人

として とどまつていた。 モンテスキューは18世 紀にそれを確かめた。そして国

際関係における君主制或は貴族制か ら民主制への推移のしるしである条約公開

の規則が確立されたのは,国 際連盟規約第18条 においてはじめてで ある。 とこ

ろが今 日において再び次の ことがみとめ られる。人民間の関係が非常に強まつ

て きた ことによつて 国際条約はその数 を増し,そ してそのことは事物の逆説的

回帰により,か つての排他主義及び国際関係に関す る専断の大 きな部分を再び

行政権の手に返してしまつたとい うこと。すなわち簡易化 された形式 の条約6

相つ ぐ濫用,ま たしばしば人民にとつて生死にかかわる問題Q専 ら行政的な決

定。

そこで現実主義的な実証主義的な法学者は,つ くりあげ られた権力に対 して

身を屈めるか畏敬の念を抱 くか,こ のいつれかの昔なが らの仕来 りに易々とし

て引 き返 していくとい うことを人は了解す るだろ う。.法学者はこの うわつつ ら

の証拠の検証に頼 る。 それによれば もろもろの出来事を打破ろ うとす ることは

無駄 な ことで あ り,い ろい ろ な事情 か ら演 じ え な くなつてい る一つの役訂 を国

際法秩序に割当てよ うとす ることは無益なことである。無力の告白か,権 利放

棄か。 たとえ瞬野にひとり叫ぼ うとも,学 者は決 して権利を放棄しないことを

使命 として もつている。彼等は次りことをしつている。なお政府間法秩序にと

どまつている国家間法秩序の進化は非常に緩漫であるにす ぎない。唯一の真の

法的作因である個人に《国際法》(Droitdesgens)の 人格或は権限を授ける

とい う段になると,学 説はなお も非常に踏ん切 りがわるいために。真の《国際

法》(Droitdesgens)が それを表現す る人間の社交性が実現 され るの は連

邦制度的現象によつて以外にはまずない。 その法制化 をおし進めることに成功

するのは,権 力欲に対 して根気よく戦い,う や うやしくそれを受け容れ るとい

うよ うな ことのない場合においてのみである。そのことを休みなく主張 しつづ

けねばな らぬ。
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大陸棚の主張において,為 政者の圧力とその とりまき連の個別的利益を天秤

の一方 の皿にのせ,も う一方の皿には世界的補給の一般的利益の口実だけをお

かねばな らないのだ とした ら前者はあま りに重す ぎる。問題は別なのだ とい う

ことを人は充分気づいている,そ して海洋の自由及び国際貿易の自由とい う一

世紀を経て きた原則を,法 学が さほどため らう色 もな く船外に投げ出してしま

つていることを人は残念がつている。

一 つ の 解 決 の 租 描

次のような ことが述べ られている。

海国の一方的主張と食欲がひきお こした困難な問顔の理想的解決を詳細にわ

たつて組立てよ うと思 うことは明 らかに潜越だろ う。 そこで一つの略図を書い

て大部分の学説 と違つた一つの方 向を提案することに とどめよ う。

その方法は既に国内法の技術によつて標柱を打込まれている。 国内法の技術

が現在の国際法の領域の中で うけつがれ うるとは思はないが,国 際法の集成が

つづけられるにつれて国際法は次第に国内的技術に近 くなるところうの漸進的

連邦制度化への体系にゆつ くりと向つてい くとわれわれは考える。 それは超国

家の技術であ り,自 然権すなわち無政府的な技術ではないところの国際法の技

術力i最後には到 りつかねばな らぬ帰着点である。

国際法委員会は先にみた如 くこの方向の一つの動 きを素描 した。漁場につい

てである。 しか しそれは実際の ところ大陸棚の問題の限 られた一つの面にしか

す ぎない。 限 られてはい るが,し かし最 も小 さいものではない。われわれが先

に述べた紛争が現にそれを示 しているよ うに。従つて委員会が漁場に対 してと

つたと同 じ原則をどうして大 陸棚に適用しよ うとしなかつたか充分理解できな

い 。

委員会が1953年 に採択した条文 と類似の条文を,1951年 におい て委員 会は

《海の資源》 とい う包括的な見出しの もとに可決 していた。 われわれにとつて

この見出しの方が好ましい と思 う。 定着漁場に関す る条文 もあつた(第3条)。

もしこの条文が維持されたならば,オ ース トラ リアの法外な主張 も緩和された

し,カ ンベ ラ政府による1953年 草案の勝手気儘な解釈 もきりつめられたろ う。
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第5会 期 にお いて 委 員 会 は,前 の 草案 の調 和 に対 して もた らされた変化が どの

よ うな結果 を招 くか を充分理 解 しなかつたのか もしれない。

1953年 の条 文 が次 の よ うな制 度 に到 達 した とい うことを思い出そ う。 自国民

があ る一定 の区域 におけ る公海漁業 に参加 してい る国 或 は参加 しよ うとす る国
つ

々は,こ の漁業を一致 して規制す る。一致がなければ国連の枠内で創設される

個 際的権威が魚族資源の不当な開発を防止す るために必要な規制を行 う使命を

もつ。 この規制はその区域 における漁業に参加してい る国或は参加しよ うとす

る すべての国に対 して義務的 となる。

委員会は総会に対 して総会が この委員会の結論を採用し,こ のよ うな内容の

条約草案を準備するためFAOと 協議す ることを勧告した。

ところが大陸棚に関しては,1953年 の草案は忘れつぽいとい うか或はよ り臆

病 である。第8条 は次のよ うにい う。

《 これら諸条の解釈または適用について国家間に生ず ることあるべ き紛争

は,関 係国のいずれか一方の要請に もとついて仲裁裁判に委ねらるべ きで あ

る》

従つて大陸棚の境界を決定したり開発か ら生ずる無数の困難を裁決す る決定

釣 な役割をもつのは裁判官だとい うことになる。 この ことは大陸棚の制度の最

終的決定を領海の制度がそこで もがいてい る袋小路の申へおしや るととだ。80

.ほどの大陸棚が訴訟及び判決の対象 となるまで,お よそ数百年間とい うものそ

うい うことになるだろ う。 これは国際裁判権の役割があま り肉附がよ くないと

嘆 いている人々を安心 させ るに足 るだけのものである。

漁幌(或 は海 の資 源)の た めにつ く られ た制 度 との本 質的な違い ・ それは漁

場 の制度が裁判権 の段 階(planjuridictionnel)か ら規 制 の(立 法 の)段 階

くPlanr6glementaire(169islatif))す な わ ち機 能 的 連 邦 主 義 の段 階(Plan

Iduf6d6ralismefonctionnel)へ 移 向 した とい うこ とで ある。

この進歩 の方式 はまた大 陸棚 に対 して も利用す ることがで きるだろ う。 国際

機関 は国連 の組織 内に創 らるべ きだろ う。 そ してそ れは次 のよ うな任務 を もつ

こ とになろ う。

a)航 行 の 自由及 び海 とい う公物(domainepublicmaritirpe)の 他 の もろ
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もろ の利 用 を保 障 す る ため に,大 陸 棚 に対 して 認 め られ る特 許 が従 わねばな ら

ぬ諸条件 を確定す る こと。-

b)こ れ らの特 許 を国 家 当局 に代 つ て付与すべ き権限を有す る国際的行政権

(auto「it6administrativeinternationale)を 自身 に設 定 す る こ と。
り

海の公物に対す る特許の公役務を負つてい るごの新 しい行政制度は,で きる

だけ《非政治的》な方法(fagon《d6politicis6e》)で その任務を行 うよ うに

組織さるべ きだろ う。

抵抗のあることはたしかだろ う。漁場に関する諸条の表決の際,委 員会の若

干のメンバーは新 しい国際機関の創設は伝統的法秩序は矛盾す ると主張 して,

この新 しい傾 向に抗議 した。 また二三のものは大陸棚に関す る紛争の解決に義

務的仲裁裁判 の方式を利用しよ うとする規定に対 して も,そ れが主権の極めて

神聖な原則に反するとして抗議 した。 これはとるにたらない異議ではあるが,

法形態学の観点か らはその価値を鄭重に認めねばな らない とい う意味でい きき

か価値の ある異議 の一つで もある。

国内法の分野において,公 共土木事業の行政的特許や単純な落札といつたよ

うな場合に,行 政部と特許権者 との馴れ合いをさけることも,ま た政治的な干

渉を否定す ることも多 くの場合不可能な ことである。そ こで吹聴された《方向

転換》が,連 邦主義者達の技術によつてよ りよき結果に到達す るとい うことを

どうして思い こむことがで きるか。近接しているとい うことか らも,地 理か ら

いつても,経 済的道具か らも,財 政的能力か らも当然沿岸国に与 えらるべ きは

ずの権限を,国 家間機構へ譲渡す ることは,事 物 自然の結果であるところの競

争及 び政治傾向化を激化 させ るにす ぎない。 とい うのが他のすべての経済的分

野におけると同様 この分野における自由主義の,或 はむしろ頑強な国家的個人

主義のよくしられている反対論である。

国内秩序の申において も,ま た国際秩序の申において も,法 の規則の適用の

政治的傾向を排除す ることは望みえないだろ うとい うことはい うまでもない こ

とだ。国連や大 きな専門機関の会期のたびに 日毎見せつけられる光景は`目 も

くらまんばか りである。 国際連盟やその専門機関において もそ うだつた。 しか

しそれは これらの国際的機関が世 界の法秩序の進歩を形作つていないとい う意

σ
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味なのか。 またこれ らの国際機関が検討すべ き諸問題を完全に政治か ら切 りは

なすことがで きず,権 力政治の圧力に考慮をは らわねばならぬとい う口実のも

とに,こ れ らの国際機関は翔察す るに値しないものだ とい う意味なのか。同様

な批判はすべての国家的機関自身に対 してもなしうるだろ う。 これ らの国家的

機関が先史時代の ファウス トレヒ トfaustreGhtに 対 して進歩を形作つていな

いとで もい うのか。 国際機関はときに国内機関に対 して卓越 した長所,す なわ

ちよ り大 きな公開性 とい う長所をもつているとさえ考える。

われわれの当面する問題に関し提案さるべ き一つの方法,そ れは公海漁業,

大陸棚の開発及び一般的に海の資源の管理 にあたる一つの国際的専門機関を創

設 し,そ れに委員会草案第8条 においてみ られる如 き,或 は欧州石炭鉄鋼共同

体の規約においてみられる如 き義務的裁判管轄条項 を接合す ることである。人

が海の制度及 び海の国際法の進化 を語 りうるのはこの方向に前進す ることによ

つてであつて,領 土主権のがたつ く轍に機械的にたちもどることによつてでは

ない。

.・.

進歩は螺旋形 をえが きなが らなしとげ られ るとはよくいわれ ることだ。 しか

しそれは間違いだ。一つの螺状線の下位の渦巻は常に後退でしかな く,そ れが

立ち直 るか どうかはわか らない。

手短かにいお う。 国際的ジヤングルの唯一の野獣 として,か くも長い間維持

されてきた政府は自然権を放棄しなかつた,そ してこの政府の陰にはそれか ら

甘 い汁を吸つてい る常連 どもが身をひそめているのだ とい うことが充分理解さ

れ るならば.た とえ近代科学の啓示が産業の可能性を増大させ るとして も,ま

た国際団体の木断の生長によつて必要なあらゆる補給源の利用を可能なものに

す るとして も,あ らゆる分野において実際家及 び技術家が この科学及びこの必

要の奉仕に従事するよ うになるとして も,法 学者がかくべか らぎる一つの社会

現範すなわ ち国際的公物の自由の規範の切断あるいは崩壊 と海の資源の利用の

放棄のどち らかを選ばな けれ ば な らな い とい うよ うなことには決 してならな

い。 時代お くれになつた領土主権とか無主地の先占とかい うよ うな古い観念へ

＼
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の怠惰な復帰ではなく,そ れとは別な一つの法概念を,世 界社会の漸進的統合

の枠内において探求す ることが問題である。 われわれが下絵をかいた解決は不

完余であるか もしれない,そ して勿論それだ け測解決ではない。完全に排除さ

れねばな らぬところのものは一つ。すなわち沿岸国への大陸棚の独占の付与及

び}時 的であろ うと,期 限つ きであろ うと海洋 自由の本質的な構成上の原則の

放棄。

も




